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研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神医療における多職種連携の質の向上と標準化を⽬的として、
外来・⼊院・地域移⾏の各場⾯における職種間の役割と連携の実態を明らかにし、現場で
活⽤可能な「多職種連携推進マニュアル（ドラフト版）」を策定した。全国の診療所・病
院・退院患者・多職種への調査を通じて、業務分担の実情、医師負担軽減の⽅策、外部機
関連携の課題、⽀援の当事者評価などを包括的に検討した。その結果、各職種の機能が明
確化され、タスクシフトの必要性と有効性が⽰された。これらの知⾒を反映し、診療過程
全体をカバーするマニュアル（ドラフト版）を完成させ、今後の普及と研修に資する実装
基盤を構築した。 

分担研究者 
l 奥野 正景（三国丘病院、三国丘ここ

ろのクリニック院⻑） 

l 原⽥ 謙（⻑野県⽴こころの医療セン
ター駒ヶ根 ⼦どものこころ診療セン
ター） 

l ⼤重 耕三（岡⼭県精神科医療センタ
ー） 

l ⼭本 啓太（国⽴国際医療研究センタ
ー国府台病院 ソーシャルワーク室） 

l ⽥崎（板垣）琴瑛（国⽴国際医療研究
センター国府台病院 ⼼理指導室） 

 
 
A. 研究⽬的 
不登校の児童や⾃殺した児童の増加が
問題となっている⼀⽅で、児童・思春
期精神医療における専⾨医数のなど医
療資源の偏在が明らかとなっている
（Usami et al.,2025）。これらの社会的
課題を乗り越えていくために、児童・
思春期精神医療における多職種連携の
実態を明らかにし、その質の向上と効
率化を図ることを⽬的とする。それぞ
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れの班は、以下の特定の⽬的を設定し
ている。 
奥野班: 児童精神科診療所におけるコメ
ディカル（精神保健福祉⼠、公認⼼理
師など）の配置状況を調査し、医師の
負担軽減と多職種連携の効率化を⽬指
す。具体的には、初診予約、インテー
ク、児童および保護者対応、連携機関
との業務内容を明らかにすることを⽬
的としている。 
⼤重班: 児童精神科専⾨病棟を持つ医療
機関における初診待機期間の実態を調
査し、多職種がどのように関与してい
るかを把握する。特に、初診予約の受
付体制や緊急対応の仕組み、マンパワ
ー不⾜の課題を明確化することを⽬的
としている。 
原⽥班:  児童・思春期精神科⼊院治療
における多職種の診療実態を明らかに
し、専⾨性を活かした効率的な連携シ
ステムの構築を⽬指す。特に、各職種
の役割分担とタスクシフトの必要性を
評価することを⽬的としている。 
⼭本班: 多職種による児童・思春期精神
科⼊院治療の有効性を評価し、効果的
な治療アプローチを推進することを⽬
的としている。患者およびその家族か
らのフィードバックを基に、治療プロ
グラムの質を向上させるための評価を
⾏う。 
 板垣班（主任研究班）: 児童・思春期
精神医療における多職種連携推進マニ
ュアル（ドラフト版）を作成し、各職
種の役割と連携⼿順を明確にすること
を⽬的としている。具体的な連携⼿順
や各職種の役割を定義し、効果的な連

携モデルを提案する。 
 

 
B. 研究⽅法 
本研究は国⽴国際医療研究センター国府

台病院を中⼼とし、全国児童⻘年精神科医
療施設協議会および⽇本児童⻘年精神科・
診療所連絡協議会の協⼒を得て実施された。
各分担研究班は以下のテーマのもと、定量
的および定性的⼿法を⽤いた調査・分析を
⾏った。 
奥野班は、全国の児童精神科診療所 37 施
設を対象にアンケート調査を実施し、多職
種の配置状況、保険加算の取得状況、初診
患者の年齢構成、各職種の業務への関与状
況、アウトリーチ活動の実施状況などを詳
細に把握した。 
⼤重班は、児童精神科病棟を有する病院お
よび診療所 62 施設を対象に、児童相談所
や教育機関などの外部機関との連携実態、
連携時における困難点、5 歳児健診への対
応⽅針について調査した。 
原⽥班は、全国 38 施設に勤務する児童精
神科関連職種 257 名（医師、看護師、⼼理
職、精神保健福祉⼠、作業療法⼠等）を対
象にアンケートを⾏い、⼊院治療における
業務ごとの職種関与率を明らかにした。 
⼭本班は、児童思春期精神科医療機関から
の退院患者およびその保護者 54 名に対し、
⼊院治療に対する満⾜度評価と⽀援職種の
有効性に関する質問紙調査を実施した。 
板垣班は、これら全ての研究成果を統合し、
理念編・実践編・職種別編からなる「多職
種連携推進マニュアル（ドラフト版）」を
作成する役割を担い、3 回にわたる研究班
会議を通じて構造と内容の整備を⾏った。 
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C. 研究結果 
l 奥野班による調査では、児童思春期⽀

援指導加算を取得している診療所は
13 施設（35％）、児童思春期専⾨管理
加算を取得している診療所は 10 施設
（27％）であり、いずれの加算も取得
していない施設は 20 施設（54％）に
上った。初診患者は 1施設あたり平均
28.9 名／⽉で、そのうち 71.3％が 20
歳未満、61.9％が 16 歳未満であった。
コメディカル職種の配置状況としては、
公認⼼理師が平均 1.38 名、精神保健
福祉⼠が 1.05 名、看護師が 1.51 名、
医師が 1.43 名、作業療法⼠が 0.38 名
であった。また、16 施設（43％）が
アウトリーチを実施しており、公認⼼
理師による家庭訪問、学校訪問、電話
⽀援など多岐にわたる活動が確認され
た。 

l ⼤重班の調査によると、児童相談所と
教育機関は、最も頻繁に連携が⾏われ、
かつ最も重要な連携先と認識されてい
た（それぞれ 83.9%、74.2%）。しか
し同時に、連携に最も困難を感じてい
る相⼿でもあり（79%、75.8%）、そ
の理由としては、アセスメントや介⼊
の⽅法論に関する共通理解の不⾜、権
限の不⼀致、⽂化的なギャップなどが
挙げられた。さらに、5 歳児健診後の
⽀援体制が未整備であることを懸念し、
紹介増加への対応が困難との声も多数
⾒られた。 

l 原⽥班による多職種 257 名の調査では、
各業務において「必須」とされる職種
が業務ごとに明確に異なり、例えば集

団療法においては看護師と⼼理職がと
もに90%以上の⽀持を得ていた⼀⽅、
親の⼼理教育では⼼理職が 96.9%と最
も⾼かった。初診予約や転院調整には
精神保健福祉⼠の 93.0%、要保護児童
対策協議会には精神保健福祉⼠と医師
が80%以上の関与を⽰した。これによ
り、業務の多くがコメディカル職種に
よって遂⾏可能であり、医師は専⾨的
判断や監督的役割に集中すべきという、
タスクシフト推進の実証的根拠が得ら
れた。 

l ⼭本班による当事者評価調査では、本
⼈による満⾜度は平均6.3点（10点満
点）、保護者は8.1点であり、主治医や
看護師、公認⼼理師の関与が肯定的に
評価された。特に主治医への信頼度は
本⼈ 4.6、保護者 4.7（5 点満点）と⾼
く、また看護師・⼼理師についても同
様に評価が⾼かった。⼀⽅、本⼈と保
護者間で⽀援の受け⽌め⽅に差異があ
ることも⽰され、今後の個別化⽀援の
必要性が浮かび上がった。 

l 板垣班は、上記 4班の成果を詳細に統
合し、理念編・実践編・職種別編から
なる全 30 ページのマニュアル（ドラ
フト版）を策定した。理念編では「⼦
ども中⼼の⽀援」を共通価値観として
掲げ、院内連携と地域連携を明確に区
別。実践編では、初診予約から診療、
退院⽀援、地域移⾏に⾄るまでの各ス
テップにおける多職種の役割と⼿順を
明記し、具体的な連携モデルを図解と
ともに⽰した。職種別編では、医師、
公認⼼理師、看護師、精神保健福祉⼠、
作業療法⼠に対して「必須業務」「推
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奨業務」「共有可能業務」の分類を⾏
い、原⽥班の業務実態調査結果を反映
した内容とした。これにより、現場で
の実装が可能な実践的ガイドラインと
しての完成度が確保された。 

 
l 「児童・思春期精神医療における多職

種連携推進マニュアル（以下、本マニ
ュアル）」ドラフト案   

１） 理念編   
多職種連携の基本的意義と、本マニ
ュアルの⽬的を明記し、「院内多職種
連携（例：病棟チーム内の協働）」と
「地域連携（例：児相、学校、保健
所との連携）」を明確に定義し、混同
を避けた記述とした。 共通理念とし
て「⼦ども中⼼の⽀援」という価値
観を明⽰し、すべての職種の共通⽬
標を統⼀した。  

２） 実践編  
初診予約、予診、診療、退院⽀援に⾄
る各場⾯において、どの職種がどのよ
うな役割を担うかを記述した。多職種
による情報共有と⽅針決定の場として
の「カンファレンス」の開催頻度、参
加職種、議題例を記載し、⼊院治療中
の多職種協働、退院⽀援委員会、地域
移⾏時の外部機関連携、外来診療の中
におけるアウトリーチ（例：訪問看護、
家庭訪問、学校訪問）の実施⽅針を整
理した。完成版では「流れ図」「業務
対応表」なども挿⼊し、現場での活⽤
性を⾼めていくことも決定した。 

３） 職種別編   
医師、公認⼼理師、看護師、精神保健
福祉⼠、作業療法⼠それぞれについて、

「必須業務」「推奨業務」を分類し、
タスクシフティングの観点から、医師
以外の職種が主導し得る活動（例：予
診、集団療法の企画、保護者⽀援など）
を⽰した。 

 
D. 考察 
本年度の調査は、児童・思春期精神医療に
おける多職種連携の現状を、多⾯的かつ定
量的に明らかにし、その課題と可能性を同
時に浮き彫りにしたものである。 
精神科診療所における外来診療では、コ
メディカル職種の積極的配置と役割の拡⼤
が、医師の負担軽減と加算算定の促進に寄
与していたが、⼀⽅で配置の地域差や制度
利⽤の格差も⾒られた。⼊院医療では、各
業務に応じた職種別関与の実態が明らかと
なり、従来医師が担っていた業務を他職種
に委譲する体制が現実的であることが⽰さ
れた。外部機関との連携については、児童
相談所・教育機関が連携の要である⼀⽅、
⽂化や評価基準の違いから意思疎通に困難
があることも確認された。当事者評価では、
多職種⽀援に対する肯定的な受け⽌めが得
られると同時に、⽀援の⼀貫性や可視化へ
の要望も⽰唆された。 
これらの知⾒を全て体系的に統合し、現

場での応⽤を可能としたのが、本年度の成
果である「多職種連携推進マニュアル（ド
ラフト版）」である。このマニュアルは、
令和７年度に完成版へとアップデートし、
全国の児童精神科診療所や病棟において即
時活⽤可能な実装性を有し、またWeb化・
動画教材化を通じた普及展開も視野に⼊れ
ている。ドラフト版の策定により、今後の
普及・研修・政策形成に向けた実践的な第



 5 

⼀歩が確実に踏み出された。 
 
 
E. 結論 
令和 6 年度の研究を通じて作成した「児
童・思春期精神医療における多職種連携推
進マニュアル（ドラフト版）」は、今後の
多職種連携の実践において重要な役割を果
たすことが期待される。児童・思春期精神
医療における多職種の連携体制について、
全国規模の定量的・定性的調査を通じて、
現状の可視化と課題の構造的把握がなされ
た。そして、それらの成果はすべて、「多
職種連携推進マニュアル（ドラフト版）」
として集約され、理念と実践をつなぐ具体
的な⼿順書として完成した。このドラフト
版は、今後の診療・研修・⾏政施策におい
て、実装可能な標準モデルとして⼤きな役
割を果たすことが期待される。本研究の成
果は、児童・思春期精神医療の質の向上を
図るための基盤資料として、今後全国の関
係機関において積極的に活⽤されるべきで
ある。 
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